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科学技術振興機構報 第１６６８号 

令 和 ６ 年 ２ 月 ９ 日 
 

東京都千代田区四番町５番地３ 

科学技術振興機構（ＪＳＴ） 

Tel：03-5214-8404（広報課） 

URL https://www.jst.go.jp 
 

ＡＪ－ＣＯＲＥ（Ａｆｒｉｃａ－Ｊａｐａｎ 

Ｃｏｌｌａｂｏｒａｔｉｖｅ Ｒｅｓｅａｒｃｈ） 

「環境科学」分野 第３回公募における新規課題の決定について 
 

 ＪＳＴ（理事長 橋本 和仁）は、戦略的国際共同研究プログラム（ＳＩＣＯＲＰ） 

ＡＪ－ＣＯＲＥ（Ａｆｒｉｃａ－Ｊａｐａｎ Ｃｏｌｌａｂｏｒａｔｉｖｅ Ｒｅｓｅａｒ

ｃｈ）の５件の新規課題採択を決定しました（別紙１）。 

今回の募集は「環境科学」分野の第３回に当たり、令和５年４月２８日から７月３１日に

かけて、ＪＳＴと南アフリカ国立研究財団およびＳｃｉｅｎｃｅ Ｇｒａｎｔｉｎｇ Ｃｏ

ｕｎｃｉｌｓ Ｉｎｉｔｉａｔｉｖｅ（ＳＧＣＩ）注）に参加するアフリカ諸国の研究支援機

関と共同で研究課題を募集しました（別紙２）。 

１０件の応募があり、参加国の専門家の評価、研究支援機関との協議に基づいて選定を行

いました（別紙３）。研究実施期間は３年間（３６ヵ月）を予定しています。 

 

ＪＳＴ 戦略的国際共同研究プログラム（ＳＩＣＯＲＰ）のうち、多国間の国際共同研究を推進す

るプログラムの１つである「ＡＪ－ＣＯＲＥ」は、日本、南アフリカおよびアフリカ諸国（ＳＧＣ

Ｉ参加１７ヵ国）の研究者による３ヵ国以上の国際共同研究により、双方の持続的発展と成長に向

けてＳＤＧｓなどを中心としたグローバル・地域共通課題の解決に資する国際研究協力推進を強化

することを目的としたプログラムです。 

ＵＲＬ https://www.jst.go.jp/inter/program/multilateral/aj-core.html 

 

注）Ｓｃｉｅｎｃｅ Ｇｒａｎｔｉｎｇ Ｃｏｕｎｃｉｌｓ Ｉｎｉｔｉａｔｉｖｅ（ＳＧＣ

Ｉ）：サブサハラ地域１７ヵ国の研究支援機関間の協働により研究開発力、研究管理方法 

および技術移転などの強化・改善を目的とする活動。 

 

＜添付資料＞ 

別紙１：ＡＪ－ＣＯＲＥ「環境科学」分野 第３回公募 採択課題一覧 

別紙２：ＡＪ－ＣＯＲＥ 参加国および研究支援機関一覧 

  別紙３：ＡＪ－ＣＯＲＥ 日本側評価委員一覧 

  参 考：ＡＪ－ＣＯＲＥ 募集概要 

 

＜お問い合わせ先＞ 

科学技術振興機構 国際部 

〒102-0076 東京都千代田区五番町７ Ｋ’ｓ五番町 

菅原 理絵（スガワラ マサエ） 

Tel：03-5214-7375 Fax：03-5214-7379 

E-mail：jointza[at]jst.go.jp  
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＜科学を支え、未来へつなぐ＞ 

例えば、世界的な気候変動、エネルギーや資源、感染症や食料の問題。私たちの行く手

にはあまたの困難が立ちはだかり、乗り越えるための解が求められています。ＪＳＴは、

これらの困難に「科学技術」で挑みます。新たな価値を生み出すための基礎研究やスター

トアップの支援、研究戦略の立案、研究の基盤となる人材の育成や情報の発信、国際卓越

研究大学を支援する大学ファンドの運用など。ＪＳＴは荒波を渡る船の羅針盤となって進

むべき道を示し、多角的に科学技術を支えながら、安全で豊かな暮らしを未来へとつなぎ

ます。 

ＪＳＴは、科学技術・イノベーション政策推進の中核的な役割を担う国立研究開発法人

です。 
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ＡＪ－ＣＯＲＥ「環境科学」分野 第３回公募 採択課題一覧 

 
共同研究課題 

（英語略称） 
研究代表者・所属・役職 共同研究課題概要 

１ 

南アフリカ、ケ

ニア、ボツワナ

における人間

と自然の対立

を監視する地

理空間リスク

指 数 ツ ー ル 

（ＧＳＲＩＴ） 

（日本） 

ラム・アバタル 

北海道大学 

大学院地球環境科学院 

准教授 

本研究は、各種データを統合し

て人間と自然の対立を監視する地

理空間リスク指数ツール（Ｇｅｏ

－ｓｐａｔｉａｌ Ｒｉｓｋ Ｉｎ

ｄｅｘ Ｔｏｏｌ：ＧＳＲＩＴ）の

開発を通じて、気候変動、人間と

野生動物の対立、違法な野生動物

の取引によって引き起こされる新

たな脅威について、政府や国民に

警告することを目的とする。具体

的には、日本チームは南アフリカ、

ボツワナ、ケニアにおける現地調

査を通じて、気候変動、人口増加、

土地利用の変化が人間と自然の対

立に与える影響についての知見を

得るとともに、それを基にＧＳＲ

ＩＴの設計を行う。南アフリカ

チームは包括的な定性的・定量的

データを活用し、関係者間のコ

ミュニケーションを促進する。ケ

ニアチームはプロジェクトの結果

を野生動物・観光・文化遺産省と

共有し、またケニア野生動物局と

協力して、密猟事件や地域社会に

よる報復的な野生動物殺害に関連

する特定の要因に対処するための

具体的な行動計画を策定する。ボ

ツワナチームは人間と野生動物の

対立、密猟と違法野生動物取引、

およびそれらに影響を与えるさま

ざまな要因を評価する。 

この共同研究によって、人間と

自然の対立によって引き起こされ

る諸問題の解決に向けた南アフリ

カ、ケニア、ボツワナの政府によ

る取り組みを支援する。 

（南アフリカ） 

マイケル・ゲブレスラシー 

クワズールナタール大学 

農業地球環境科学 
准教授 

（ボツワナ） 

キャボー・ディラディツァイル 

ボツワナオープン大学 

社会科学院 

上級講師 

（ケニア） 

ジョーゼフ・ミューケカー 

野生生物研究訓練研究所 

主任研究員 

別紙１ 
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共同研究課題 

（英語略称） 
研究代表者・所属・役職 共同研究課題概要 

２ 

宿主―微生物

相互作用のホ

リスティック

エンジニアリ

ングによる 

アフリカにお

ける持続可能

なダイズ保護

と干ばつスト

レスに対する

回復力の向上 

（ＭＩＣＲＯ

－ＤＲＩ） 

（日本） 

デイヴィッド・アミテージ 

沖縄科学技術大学院大学 

統合群集生態学ユニット 

准教授 

本研究は、植物と共生する有益

な微生物の集合体（微生物叢（び

せいぶつそう））の形成に対して

植物のシグナル分子が与える影響

を解析し、大豆における干ばつス

トレスの影響を軽減することを目

的とする。具体的には、南アフリ

カチームは植物のシグナル分子が

微生物叢へどのように作用するか

研究する。日本チームはこれらの

結果を活用して、有益な微生物に

よる植物の環境適応力の付与と、

植物生育への影響のトレードオフ

を評価する。ケニアチームは、東

アフリカの異なる気候地域の大豆

農家における、有益な微生物叢お

よび植物ホルモンの適用について

のフィールド調査を行う。 

本研究により、農業に微生物叢

を適用する持続可能な戦略の設計

と、植物と微生物の相互作用にお

ける植物シグナル分子の役割を明

らかにすることを目標とする。本

プロジェクトは、アフリカの作物

改良産業を支援し干ばつによる作

物損失を減らすことによって、人

口増加と気候変動への対応を可能

にする。 

（南アフリカ） 

イトゥメレン・モロエニャネ 

ステレンボッシュ大学 

植物学・動物学 

上級講師 

（ケニア） 

スティーブン・カマウ・ワンジル 

カトリック東アフリカ大学 

自然科学部 

講師 
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共同研究課題 

（英語略称） 
研究代表者・所属・役職 共同研究課題概要 

３ 

アフリカのＷ

ＵＩ地域にお

ける火災安全

に関する研究 

（ＡｆｒｉＷ

ＵＩＦｉｒｅ） 

（日本） 

鈴木 佐夜香 

東京工業大学 

工学院 

准教授 

本研究は、南アフリカのＷＵＩ

（Ｗｉｌｄｌａｎｄ Ｕｒｂａｎ 

Ｉｎｔｅｒｆａｃｅ）地域における

火災について、林野火災により発生

する火の粉による建物焼損を調査

することで、最終的にアフリカ全体

にその知見を生かし、アフリカ全体

における火災安全を向上すること

を目的とする。具体的には日本チー

ムはこれまで日本やアメリカを対

象として行ってきた火の粉の発生

および建物着火に関する知見を生

かして、南アフリカの植生や建物構

造を模したものを対象とした火の

粉と火災に関する実験を行う。南ア

フリカチームは地域の植生および

市街地の一般的な建物構造の調査

を行うとともに、日本チームの実験

手法を基に、火の粉と火災に関する

実験を行う。ボツワナチームは地理

情報システム（ＧＩＳ）を利用して

地域における広範囲の植生を調べ

る。 

これらチームによる共同研究を

通じて南アフリカにおける火の粉

による建物焼損に関する知識が得

られ、アフリカ大陸全体に汎用可能

なリスク対策へ生かすことが期待

される。 

（南アフリカ） 

リチャード・ウォールズ 

ステレンボッシュ大学 

火災工学研究ユニット 

教授 

（ボツワナ） 

リジョイス・シエコ 

ボツワナ農業大学 

農学部 

准教授 
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共同研究課題 

（英語略称） 
研究代表者・所属・役職 共同研究課題概要 

４ 

アフリカの小

規模農家にお

ける持続可能

な気候変動緩

和：土壌炭素貯

留と温室効果

ガス削減 

（ＳＭＡＲＴ） 

（日本） 

本間 香貴 

東北大学 

大学院農学研究科 

作物学分野 

教授 

本研究は、温室効果ガス（ＧＨＧ）

放出量の低減および土壌炭素貯留

の推進により、サブサハラアフリ

カ、特に南部アフリカにおける小規

模農家向けの気候変動対応型農業

システム（Ｃｌｉｍａｔｅ－Ｓｍａ

ｒｔ Ａｇｒｉｃｕｌｔｕｒｅ：Ｃ

ＳＡ）を共同で開発し、その普及を

促進することを目的とする。具体的

には、これまで不明であった小規模

農業システム由来のＧＨＧ放出量

や炭素貯留量を定量し、現地農家に

適したＣＳＡの導入・拡大を目指

す。そのために、日本チームは、作

物モデル・シミュレーションを用い

て、農業生産に対する複数の異なる

ＣＳＡの有効性をそれぞれ評価す

る。南アフリカチームは、気候デー

タを分析し、ＣＳＡに関する過去の

研究プロジェクトからＧＨＧ放出

量・炭素貯留量などのデータ抽出・

整理を行う。また、南アフリカおよ

びボツワナチームは、現地農家参加

によるＣＳＡの実地試験、および普

及・拡大を行う。 

これらチームによる共同研究に

より、ＧＨＧ放出量低減と土壌炭素

貯留を促進するＣＳＡの実践が広

く取り入れられ、利用されること

で、土壌肥沃度の向上による作物収

量の向上、気候変動に対する緩和と

適応に貢献する。 

（南アフリカ） 

リンドゥムサ・ミエニ 

農業研究機構 

自然資源・工学部門 

研究員 

 

（ボツワナ） 

ピッツ・ケブアン・ケナバツゥ 

ボツワナ大学 

理学部環境科学科 

准教授 
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共同研究課題 

（英語略称） 
研究代表者・所属・役職 共同研究課題概要 

５ 

ＩｏＴベース

知能混合バイ

オガス太陽光

発電システム 

（３ＩＰｓ） 

（日本） 

孟 林 

立命館大学 

理工学部 

電子情報工学科 

准教授 

ＩｏＴ、ＡＩ、スマートグリッド

およびエネルギー管理システムに

おける日本の先端技術を活用し、再

生可能エネルギーインフラ開発に

関するアフリカの能力を向上する

ことを目指す。南アフリカチーム

は、バイオガスの生産と利用の豊富

な経験を生かし、バイオガス消化装

置をコントロール・モニタリングす

るための電力を太陽光発電装置に

より供給する統合システム設備を

構築し、検証実験を行う。ジンバブ

エチームは、南アフリカの技術を活

用し、同様に統合システムを構築

し、大規模な実証実験を行う。日本

チームはＩｏＴとＡＩ技術を用い

てこの統合システムをより効果的

に管理・運営する技術を構築し、南

アフリカとジンバブエの実証設備

にインストールし、アフリカ側チー

ムと共同でシステムの完成度を向

上させる。 

本研究で開発する統合システム

により、電気の供給網が整備されて

いない地域において、詳しい知識が

ない利用者でも装置を安全に稼働

できる技術の確立を目指す。 

（南アフリカ） 

ゾウカイ・オウ 

南アフリカ大学 

電子工学科 

教授 

（ジンバブエ） 

リストン・マティディフェ 

国立科学技術大学 

電子学科 

講師 
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ＡＪ－ＣＯＲＥ 参加国および研究支援機関一覧 

 

ＡＪ－ＣＯＲＥ参加国は、日本、南アフリカ、Ｓｃｉｅｎｃｅ Ｇｒａｎｔｉｎｇ Ｃｏ

ｕｎｃｉｌｓ Ｉｎｉｔｉａｔｉｖｅ（ＳＧＣＩ）加盟国（ボツワナ、ブルキナファソ、

コートジボワール、エチオピア、ガーナ、ケニア、マラウイ、モザンビーク、ナミビア、

ナイジェリア、ルワンダ、セネガル、シエラレオネ、タンザニア、ウガンダ、ザンビア、

ジンバブエ）です。 

 本公募における支援を表明した研究支援機関は以下の通りです。 

 

国名 研究支援機関名 

日本 
Ｊａｐａｎ Ｓｃｉｅｎｃｅ ａｎｄ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ Ａｇｅ

ｎｃｙ（ＪＳＴ、科学技術振興機構） 

南アフリカ 
Ｎａｔｉｏｎａｌ Ｒｅｓｅａｒｃｈ Ｆｏｕｎｄａｔｉｏｎ（ＮＲ

Ｆ、南アフリカ国立研究財団） 

ボツワナ 
Ｄｅｐａｒｔｍｅｎｔ ｏｆ Ｒｅｓｅａｒｃｈ， Ｓｃｉｅｎｃｅ 

ａｎｄ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ（ＤＲＳＴ） 

ケニア Ｎａｔｉｏｎａｌ Ｒｅｓｅａｒｃｈ Ｆｕｎｄ（ＮＲＦ） 

モザンビーク 
Ｆｕｎｄｏ Ｎａｃｉｏｎａｌ ｄｅ Ｉｎｖｅｓｔｉｇａçãｏ（ＦＮ

Ｉ） 

シエラレオネ 
Ｍｉｎｉｓｔｒｙ ｏｆ Ｔｅｃｈｎｉｃａｌ ａｎｄ Ｈｉｇｈｅｒ 

Ｅｄｕｃａｔｉｏｎ（ＭＴＨＥ） 

  

別紙２ 
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ＡＪ－ＣＯＲＥ 日本側評価委員一覧 

 

評価委員（日本側）（アドバイザーは五十音順） 

氏名 所属 役職 備考 

梅津 千恵子 京都大学 名誉教授 研 究 主 幹 

浅沼 修一 名古屋大学 名誉教授 アドバイザー 

浅野 浩志 
岐阜大学 高等研究院 地方創生エネルギーシステム

研究センター 特任教授 
アドバイザー 

荒木 茂 京都大学 名誉教授 アドバイザー 

伊藤 香純 名古屋大学 農学国際教育研究センター 准教授 アドバイザー 

小原 聡 株式会社エコトリビュート 代表取締役 アドバイザー 

杉原 創 東京農工大学 大学院農学研究科 准教授 アドバイザー 

椿 進 
ＡＡＩＣ Ｈｏｌｄｉｎｇｓ， Ｐｔｅ． Ｌｔｄ． 

代表パートナー 
アドバイザー 

廣瀬 文彦 山形大学 大学院理工学研究科 教授 アドバイザー 

船水 尚行 室蘭工業大学 理事・副学長 アドバイザー 

 

  

別紙３ 
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ＡＪ－ＣＯＲＥ 募集概要 

 

（１）募集要件 

公募参加国間のうち日本、南アフリカを含め３ヵ国以上の共同研究 

 

（２）応募資格（日本側） 

日本国内の大学や研究機関、企業などで研究に従事している研究者 

 

（３）研究実施期間 

２０２４年２月１日より３年間（３６か月） 

 

（４）研究予算額（ＪＳＴ側） 

１課題あたり、総額として上限１，８００万円（直接経費の３０パーセントの間接経

費を含む）を上限とする。 

 

（５）評価方法 

日本および南アフリカなどの専門家による評価、および支援機関による協議 

 

（６）評価基準（ＪＳＴ側） 

１）応募要件を満たしていること 

２）本公募の目的・対象に沿った提案であること 

３）科学・技術の観点 

ａ．プロジェクトの質およびオリジナリティ 

ｂ．申請者を含むチームの科学的・技術的な専門性 

ｃ．科学的に期待される成果とその開発の見通し 

４）国際協力の観点 

ａ．申請者の国際協力経験 

ｂ．新しい協力関係またはこれまでの協力の拡大 

ｃ．協力の質と参画機関による相乗効果 

５）研究計画（資金・目標設定・期間）の妥当性・実現可能性 

 

以上 

参考 


